
修正申告や更正決定処分があると 

 申告納税制度を担保するためとして、当

初申告が過少申告だったり、無申告だった

りした場合、ペナルティとして国税では加

算税、地方税では加算金が課せられます。 

 加算税には、過少申告加算税、無申告加

算税、重加算税があります。過少申告加算

税としては、追加本税の 10％が課されます

が、追加本税が期限内申告税額と 50 万円の

どちらか多い方の金額を超える場合は、そ

の超過部分については、さらに５％追加加

算されます。無申告加算税としては、納付

すべき税額の 50万円までについては 15％、

50 万円超の部分については 20％、300 万円

超の部分については 30％が課されます。 

仮装隠蔽・偽り不正の場合 

 上記の各加算税が課される場合で、仮装

隠ぺいによる申告・無申告の場合には、過

少申告加算税の代わりに追加本税の 35％、

無申告加算税の代わりに納税額の40％が重

加算税として課されます。 

遅延利息は更正決定無しに賦課 

 さらに、納税の遅延には、原則として法

定納期限の翌日から納付日までの日数に応

じて、利息に相当する延滞税が自動的に課

されます。地方税では、延滞金と言います。 

 

延滞金だけしか課せられない 

 ところで、地方税法での加算金、延滞金

も、国税の加算税、延滞税と同じ性質なの

で、同じように課されるものと思いがちで

すが、住民税としての都道府県民税及び市

町村民税の大部分には、延滞金は課されま

すが、加算金、重加算金は課されません。 

 加算金、重加算金が課せられる税の種類

を地方税法で確認すると、分離課税に係る

所得割、法人の事業税、配当割、株式等譲渡

所得割、利子割、たばこ税、ゴルフ場利用税、

環境性能割、鉱産税、入湯税、事業所税、水

利地益税、特別土地保有税、軽油引取税、法

定外普通税において条文規定があります。

ここでは、分離課税とされる退職所得の住

民税、法人事業税について規定の存在が確

認できますが、法人住民税、個人住民税、個

人事業税については、その規定が確認でき

ません。 

 なぜかについては、法人住民税の課税標

準が所得ではなく法人税額であり、法人税

の附加税と性格付けされている、個人住民

税・個人事業税が申告納税ではなく、賦課

課税であることなどに理由がありそうです。 
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過少申告・無申告でも加算 

金・重加算金は課されない 

地方法人税は地方交

付税の財源で実質は

地方税だが形式とし

ては国税なので加算

税の対象となる。 
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